
補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額

70,691,941 3,900,689 74,592,630

国 民 健 康 保 険 事 業 18,206,705 ― 18,206,705

土 地 取 得 事 業 154,000 ― 154,000

住宅新築資金等貸付事業 547 ― 547

介 護 保 険 事 業 51,974 ― 51,974

後 期 高 齢 者 医 療 4,246,311 ― 4,246,311

小 計 22,659,537 ― 22,659,537

7,072,707 ― 7,072,707

12,210,518 ― 12,210,518

112,634,703 3,900,689 116,535,392

(資　料）

令和３年度　鈴鹿市一般会計補正予算（第11号）総括

(単位：千円)

鈴鹿市歳入歳出予算会計別一覧

合 計

会 計 区 分

一 般 会 計

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

特

別

会

計
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歳　　入 (単位：千円)

区　 　分 補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額

市 税 27,594,957 ― 27,594,957

地 方 譲 与 税 595,710 ― 595,710

利 子 割 交 付 金 30,000 ― 30,000

配 当 割 交 付 金 121,000 ― 121,000

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 87,000 ― 87,000

法 人 事 業 税 交 付 金 240,000 ― 240,000

地 方 消 費 税 交 付 金 4,140,348 ― 4,140,348

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 85,000 ― 85,000

自 動 車 取 得 税 交 付 金 1 ― 1

環 境 性 能 割 交 付 金 73,814 ― 73,814

地 方 特 例 交 付 金 377,560 ― 377,560

地 方 交 付 税 3,451,553 ― 3,451,553

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 25,000 ― 25,000

分 担 金 及 び 負 担 金 378,299 ― 378,299

使 用 料 及 び 手 数 料 1,023,744 ― 1,023,744

国 庫 支 出 金 14,846,436 3,900,689 18,747,125

県 支 出 金 5,468,508 ― 5,468,508

財 産 収 入 135,511 ― 135,511

寄 附 金 260,160 ― 260,160

繰 入 金 3,997,206 ― 3,997,206

繰 越 金 246,197 ― 246,197

諸 収 入 2,574,937 ― 2,574,937

市 債 4,939,000 ― 4,939,000

歳 入 合 計 70,691,941 3,900,689 74,592,630

一 般 会 計
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歳　　出 (単位：千円)

区　 　分 補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額

議 会 費 479,962 ― 479,962

総 務 費 7,960,674 3,053 7,963,727

民 生 費 29,038,157 3,847,594 32,885,751

衛 生 費 7,518,180 ― 7,518,180

労 働 費 84,939 ― 84,939

農 林 水 産 業 費 1,625,620 ― 1,625,620

商 工 費 1,378,598 50,042 1,428,640

土 木 費 7,608,231 ― 7,608,231

消 防 費 2,716,464 ― 2,716,464

教 育 費 6,570,679 ― 6,570,679

災 害 復 旧 費 120,000 ― 120,000

公 債 費 4,160,437 ― 4,160,437

諸 支 出 金 1,400,000 ― 1,400,000

予 備 費 30,000 ― 30,000

歳 出 合 計 70,691,941 3,900,689 74,592,630
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■補正予算概要

・一般会計補正予算（第１１号）の ３９億 ６８万９千円 を追加した補正後の一般会計予算

の総額は，７４５億９,２６３万円

・財源は，国庫支出金３９億 ６８万９千円

■一般会計補正予算（第 11 号）事業概要

１ 新型コロナウイルス感染症対策に係る経費 38 億 9,763 万 6 千円 

（１）生活支援分 38 億 4,759 万 4 千円 

① 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付費 21 億 8,380 万円 

② 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事務費 6,260 万円 

③ 子育て世帯への臨時特別給付金給付費 15 億 4,100 万円 

④ 子育て世帯への臨時特別給付金給付事務費 334 万 5 千円 

⑤ 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給費 5,684 万 9 千円 

（２）経済対策分 5,004 万 2 千円 

① あんしんみえリア等取得奨励事業費 5,004 万 2 千円 

２ その他の事業費の増額 305 万 3 千円 

① マイナポイント申込支援事業費 305 万 3 千円 
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一般会計補正予算（第１１号）事業詳細

１ 新型コロナウイルス感染症対策に係る経費 ３８億９,７６３万６千円 

（１）生活支援分 ３８億４,７５９万４千円 

① 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付費〔新規〕

 事業費: ２１億８,３８０万円 

款：民生費 項：社会福祉費 目：社会福祉総務費 予算書Ｐ11・12 

【財 源】 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業費補助金 

21 億 8,380 万円（国庫支出金） 

【目 的】 新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で，様々な困難に  

直面した方々に対する速やかな生活・暮らしへの支援 

【内 容】 令和３年度の住民税非課税世帯と新型コロナウイルス感染症の影響を

受けて家計が急変し，令和３年１月からの収入等が住民税非課税相当に

ある世帯に対し，１世帯当たり１０万円の現金を給付する。 

【給付対象者】 ① 令和３年度の住民税均等割が非課税である世帯（プッシュ型通知） 

※住民税が課税されている者の扶養親族等のみからなる世帯を除く。

② ①のほか，新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急変し，

令和３年１月からの収入等が住民税非課税相当にあると認められる世

帯（要申請） 

【給 付 額】 １世帯当たり１０万円  （対象世帯見込数：21,838 世帯） 

【担 当 課】 健康福祉部 健康福祉政策課 
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② 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事務費〔新規〕

事業費: ６,２６０万円 

款：民生費 項：社会福祉費 目：社会福祉総務費 予算書Ｐ11・12 

【財 源】 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事務費補助金 

6,260 万円（国庫支出金） 

【目 的】 新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で，様々な困難に  

直面した方々に対する速やかな生活・暮らしへの支援 

【内 容】 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金の給付に必要な事務費 

【経 費 内 訳】 ・システム導入等経費      １，５００万円 

・封筒作成等郵送経費 １，０００万円 

・振込手数料  250 万円 

・機器材借上料等経費   100 万円 

・委託料(多言語通訳システム・人材派遣)  1,900 万円 

・人件費等    1,290 万円 

・その他事務経費  220 万円 

【担 当 課】 健康福祉部 健康福祉政策課 
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③ 子育て世帯への臨時特別給付金給付費〔増額〕  事業費:１５億４，１００万円

款：民生費 項：児童福祉費 目：児童措置費 予算書Ｐ11・12

【財 源】 子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費補助金 

１５億４,１00 万円（国庫支出金） 

【目 的】 新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で，子どもたちを力強く

支援し，その未来を拓く観点からの子育て世帯に対する支援 

【内 容】 令和３年１１月１９日の閣議決定「コロナ克服・新時代開拓のための経済対

策」において，０歳から高校３年生までの子どもたちに１人当たり１０万円相当

の給付を行うこととされた。先行給付金としての５万円の現金給付を除く， 

残りの５万円相当の給付として，先の先行給付金の対象者へ来年春の卒業・

入学・新学期に向けての準備のため，各家庭での状況に合った用途で使用で

きるよう現金での給付を行う。  

【給付対象者】 子育て世帯への臨時特別給付金（先行給付金）の対象者 

【対 象 児 童】 

①令和３年９月分の児童手当（本則給付）給付対象となる児童 24,420 人 

②令和３年９月３０日時点での高校生（平成１５年４月２日～平成１８年４月１日生まれ）

の児童（保護者の所得が児童手当（本則給付）の給付対象となる金額と同等未満の場合）

5,700 人 

③令和４年３月３１日までに生まれた児童手当（本則給付）の給付対象の児童（新生児）

700 人 

  【給 付 額】 対象児童１人につき５万円（対象児童見込数：３０,８２０人 ） 

【担 当 課】 子ども政策部 子ども政策課 
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④ 子育て世帯への臨時特別給付金給付事務費〔増額〕  事業費：３３４万５千円

款：民生費 項：児童福祉費 目：児童措置費 予算書Ｐ11・12

【財 源】 子育て世帯への臨時特別給付金給付事務費補助金 

３３４万５千円（国庫支出金） 

【目 的】 新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で，子どもたちを力強

く支援し，その未来を拓く観点からの子育て世帯に対する支援 

  【内 容】 子育て世帯への臨時特別給付金を給付するための事務費 

【事務概要 】 ・申請手続きは，原則，「プッシュ型」による給付を行うため，改めての  

申請は不要（高校生，新生児，公務員の児童等は申請が必要） 

・給付時期は，12 月から順次開始する予定

【経 費 内 訳】 ・印刷製本費     ９万円 

・郵送料    １１７万 6 千円 

・振込手数料 198 万円 

・封入封緘手数料 ９万９千円 

【担 当 課】 子ども政策部 子ども政策課 
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⑤ 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給費〔増額〕

事業費: ５，６８４万９千円 

   款：民生費 項：生活保護費 目：生活保護総務費 予算書Ｐ13・14 

【財 源】 新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金 

５，６８４万９千円（国庫支出金） 

【目 的】 新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で，就労による 

自立のため，又は自立が困難な場合に,円滑に生活保護の受給へつなげ

るための生活支援 

【内 容】 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金の申請受付期間が 

令和４年３月末までに延長された。また自立支援金の受給期間に誠実か

つ熱心な就職活動を行ったにもかかわらず，自立への移行が困難であっ

た受給者が再支給の対象となった。更に令和４年１月からは緊急小口  

資金及び総合支援資金（初回）の特例貸付を借り終わった世帯及び申請

日の属する月が最終借入月である世帯も支給対象となり，支援金の支給

が増加するため，支給費を増額する。 

  ＜申請期間＞ 

・変更前：令和３年７月から令和３年１１月末まで

・変更後：令和３年７月から令和４年３月末まで

【支給対象者】 緊急小口資金等の特例貸付を利用できない世帯又は新型コロナウイル 

ス感染症生活困窮者自立支援金の受給期間が終了した世帯で，以下の

要件を満たすもの 

・収入:①市町村民税均等割非課税額の 1/12+②住宅扶助基準額以下

・資産：預貯金が①の６倍以下（ただし１００万円以下）

・求職等：ハローワーク等での相談や応募・面接等，又は生活保護の申請

【支 給 額】 月額：単身世帯 6 万円，2 人世帯 8 万円，3 人以上世帯 10 万円 

【担 当 課】 健康福祉部 健康福祉政策課 
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１ 新型コロナウイルス感染症対策に係る経費 ３８億９,７６３万６千円 

（２）経済対策分 ５,００４万２千円 

① あんしんみえリア等取得奨励事業費〔新規〕 事業費: ５，００４万２千円

款：商工費 項：商工費 目：商工業振興費 予算書Ｐ13・14

【財 源】 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

  5,0０4 万 2 千円（国庫支出金） 

【目 的】 市内に施設を有する飲食店及び観光事業者の感染防止策の促進による

事業者支援 

【内 容】 三重県が行うみえ安心おもてなし施設認証制度「あんしんみえリア」の

認証取得を行った施設に対し，奨励金を給付する。併せて今後の緊急事

態宣言下等の事態に備え，ワクチン・検査パッケージ制度の周知を行うと

ともに登録を行った施設に対し，奨励金を給付する。 

【給付対象者】 市内に「みえ安心おもてなし施設認証」（飲食業事業者版又は観光事業

者版）を取得した施設等を有する事業者 

【給 付 額】 ・「あんしんみえリア」１認証あたり１０万円 

・ワクチン・検査パッケージ制度の登録者は，５万円上乗せ

・宿泊施設の「あんしんみえリア」1 認証あたりの金額は，客室数に

よって以下のとおり。

  １～19 室  10 万円 

  20～49 室   20 万円 

  50～99 室   30 万円 

  100～149 室 40 万円 

  150～199 室 50 万円 

  200～249 室 60 万円 

  250 室以上  70 万円 

【経 費 内 訳】 ・飲食店等への給付額 10 万円×400 件 ４，０００万円 

・ワクチン検査パッケージ追加分 5 万円×80 件  400 万円

・宿泊施設への給付額    590 万円 

・その他事務費 14 万 2 千円 

【担 当 課】 産業振興部 産業政策課 
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２ その他の事業費の増額 ３０５万３千円 

① マイナポイント申込支援事業費〔増額〕 事業費： ３０５万３千円

款：総務費 項：総務管理費 目：一般管理費 予算書Ｐ11・12

【財 源】 マイナポイント事業費補助金  305 万 3 千円（国庫支出金） 

【目 的】 マイキーＩＤ設定及びマイナポイント申込の支援 

【内 容】 国のマイナポイント事業の第２弾の実施に伴い，現在，市役所本庁舎  

１階に開設しているマイナポイント申込支援窓口を令和４年１月１日から  

３月３１日まで継続して開設する。 

【経 費 内 訳】 マイナポイント申込支援業務委託料 305 万 3 千円 

（委託期間：令和４年１月１日～３月３１日） 

【担 当 課】 政策経営部 情報政策課 
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